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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　バッテリユニットを充電するためのデバイスであって、
　ワイヤレス充電モードにおいて、前記バッテリユニットを充電するのに十分なレベルで
電力を提供するように構成されているワイヤレス電力受信器と、
　有線充電モードにおいて、前記バッテリユニットを充電するのに十分なレベルで電力を
提供するように構成されている有線充電モジュールと、
　前記バッテリユニットに結合するように構成されるとともに、前記ワイヤレス充電モー
ドの間は、前記バッテリユニットの温度を測定するために、前記ワイヤレス電力受信器を
、また前記有線充電モードの間は、前記バッテリユニットのセンサへバイアス電圧を提供
するとともに、前記バッテリユニットの温度を測定するために、前記有線充電モジュール
を選択的にイネーブルするように構成されているインターフェース回路と、
を備えることを特徴とするデバイス。
【請求項２】
　前記インターフェース回路が、前記有線充電モジュールに結合されるとともに、前記有
線充電モジュールから前記バイアス電圧を受け取り、かつ、前記バイアス電圧または内部
ワイヤレス受信器バイアス電圧の1つを伝達し前記バッテリユニットの前記センサをバイ
アスするように構成されていることを特徴とする請求項1に記載のデバイス。
【請求項３】
　前記ワイヤレス電力受信器が、前記インターフェース回路を備えることを特徴とする請
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求項2に記載のデバイス。
【請求項４】
　前記インターフェース回路は、前記有線充電モジュールからのバイアス電圧が、前記ワ
イヤレス電力受信器により生成されるバイアス電圧以上であるならば、前記有線充電モジ
ュールをイネーブルして前記バッテリユニットの前記センサをバイアスするとともに、前
記バッテリユニットの前記温度を測定できるように構成されていることを特徴とする請求
項3に記載のデバイス。
【請求項５】
　前記センサが、サーミスタを備えることを特徴とする請求項4に記載のデバイス。
【請求項６】
　前記バッテリユニットの前記センサから出力される電圧を受け取るための監視回路をさ
らに備えるとともに、前記バッテリユニットの前記温度が容認可能な範囲内にあるかどう
かを判定するために、前記電圧を1つまたは複数のしきい値レベルと比較するために、マ
イクロコントローラまたはデジタル比較器回路に結合されているアナログデジタル変換器
を備えることを特徴とする請求項3に記載のデバイス。
【請求項７】
　前記監視回路が、サーミスタバイアス電圧を前記アナログデジタル変換器に結合するた
めの第1のスイッチと、基準電圧を前記アナログデジタル変換器に結合するための第2のス
イッチと、をさらに備えることを特徴とする請求項6に記載のデバイス。
【請求項８】
　前記ワイヤレス電力受信器が、前記有線充電モジュールと、前記ワイヤレス電力受信器
と、前記インターフェース回路と、前記バッテリユニットと、の間の複数の接続を構成す
るための第1の複数のスイッチ、ならびに、前記ワイヤレス電力受信器内のアナログデジ
タル変換器を、基準電圧またはサーミスタバイアス電圧の1つに結合するための第2の複数
のスイッチを備えることを特徴とする請求項3に記載のデバイス。
【請求項９】
　前記ワイヤレス電力受信器が、前記バッテリユニットの前記温度が容認可能な範囲内に
あるかどうかを判定するために、センサ電圧を1つまたは複数のしきい値レベルと比較す
るための、比較器のアレイを備えることを特徴とする請求項8に記載のデバイス。
【請求項１０】
　前記インターフェース回路が、マルチプレクサおよび最大電圧選択器を備えることを特
徴とする請求項3に記載のデバイス。
【請求項１１】
　前記マルチプレクサが、複数のスイッチまたは複数の増幅器の1つを備えることを特徴
とする請求項10に記載のデバイス。
【請求項１２】
　前記インターフェース回路は、前記ワイヤレス電力受信器または前記有線充電モジュー
ルの1つを選択的にイネーブルして、前記バッテリユニットのセンサをバイアスし、前記
バッテリユニットの温度を測定するように構成されることを特徴とする請求項3に記載の
デバイス。
【請求項１３】
　バッテリユニットを充電するための方法であって、
　ワイヤレス充電モードにおいて、インターフェースを介してワイヤレス電力受信器を前
記バッテリユニットと結合するステップであって、前記ワイヤレス電力受信器は、電力を
提供し、前記バッテリユニットを充電するように構成されているステップと、
　有線充電モードにおいて、前記インターフェースを介して有線充電モジュールを前記バ
ッテリユニットと結合するステップであって、前記有線充電モジュールは、電力を提供し
、前記バッテリユニットを充電するように構成されているステップと、
　前記ワイヤレス充電モードの間は、前記インターフェースを介して前記バッテリユニッ
トの温度を測定するために、前記ワイヤレス電力受信器を、また前記有線充電モードの間
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は、前記バッテリユニットのセンサへバイアス電圧を提供するとともに、前記バッテリユ
ニットの温度を測定するために、前記有線充電モジュールを選択的にイネーブルするステ
ップと、
を含むことを特徴とする方法。
【請求項１４】
　前記有線充電モジュールを選択的にイネーブルにする前記ステップが、前記バイアス電
圧を用いて、前記バッテリユニットの前記センサをバイアスするステップと、前記有線充
電モジュールで前記センサから出力される電圧を受け取るステップと、を含むことを特徴
とする請求項13に記載の方法。
【請求項１５】
　前記ワイヤレス電力受信器を選択的にイネーブルして前記バッテリユニットの前記セン
サをバイアスし、前記バッテリユニットの温度を測定することを特徴とする請求項14に記
載の方法。
【請求項１６】
　前記ワイヤレス電力受信器を選択的にイネーブルにする前記ステップが、前記ワイヤレ
ス電力受信器のバイアス電圧を用いて、前記バッテリユニットの前記センサをバイアスす
るステップと、前記ワイヤレス電力受信器で前記センサから出力される電圧を受け取るス
テップと、を含むことを特徴とする請求項13に記載の方法。
【請求項１７】
　前記有線充電モジュールを選択的にイネーブルにする前記ステップは、マルチプレクサ
を介して、前記バイアス電圧を前記バッテリユニットに結合するとともに、前記バッテリ
ユニットの出力を前記有線充電モジュールの監視回路に結合するステップを含むことを特
徴とする請求項16に記載の方法。
【請求項１８】
　前記有線充電モジュールを選択的に可能にする前記ステップは、前記バッテリユニット
の温度を監視するために、前記バッテリユニット内のサーミスタに前記バイアス電圧を伝
達するステップを含むことを特徴とする請求項13に記載の方法。
【請求項１９】
　前記有線充電モジュールにより生成される前記バイアス電圧を、前記ワイヤレス電力受
信器により生成される別のバイアス電圧と比較するステップと、
　前記バイアス電圧が前記別のバイアス電圧以上であるならば、バッテリユニットに電力
を伝達する前に、前記センサをバイアスするとともに、前記バッテリユニットの温度を検
知する前記有線充電モジュールを選択し、前記バイアス電圧が前記別のバイアス電圧未満
であるならば、前記バッテリユニットに電力を伝達する前に、前記バッテリユニットの温
度を検知する前記ワイヤレス電力受信器を選択するステップと、
をさらに含むことを特徴とする請求項18に記載の方法。
【請求項２０】
　サーミスタ電圧をアナログデジタル変換器に伝達している間、サーミスタバイアス電圧
を前記ワイヤレス電力受信器の前記アナログデジタル変換器にカップリングするステップ
をさらに含むことを特徴とする請求項19に記載の方法。
【請求項２１】
　前記ワイヤレス電力受信器を選択的にイネーブルする前記ステップは、前記バッテリユ
ニットの温度を測定するために、前記インターフェースを介して、前記バッテリユニット
の前記センサをバイアスするステップを含むことを特徴とする請求項13に記載の方法。
【請求項２２】
　バッテリユニットを充電するためのデバイスであって、
　ワイヤレス電力受信器を前記バッテリユニットに結合するための手段であって、前記ワ
イヤレス電力受信器は、ワイヤレス充電モードにおいて、前記バッテリユニットを充電す
る電力を提供するように構成されている手段と、
　有線充電モジュールを前記バッテリユニットに結合するための手段であって、前記有線
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充電モジュールは、有線充電モードにおいて、前記バッテリユニットを充電する電力を提
供するように構成されている手段と、
　前記ワイヤレス充電モードの間、前記バッテリユニットの温度を測定するために、前記
ワイヤレス電力受信器を選択的にイネーブルする手段と、
　前記有線充電モードの間、前記バッテリユニットのセンサへバイアス電圧を提供すると
ともに、前記バッテリユニットの前記温度を測定するために、前記有線充電モジュールを
選択的にイネーブルするための手段と、
を備えることを特徴とするワイヤレス電力デバイス。
【請求項２３】
　有線充電器に結合されている間に、前記バイアス電圧を用いて、前記バッテリユニット
の前記センサをバイアスするとともに、前記有線充電モジュールで前記センサから出力さ
れる電圧を受け取るための手段をさらに備えることを特徴とする請求項22に記載のデバイ
ス。
【請求項２４】
　ワイヤレス充電モードの間に、前記ワイヤレス電力受信器のバイアス電圧を用いて、前
記バッテリユニットの前記センサをバイアスするとともに、前記ワイヤレス電力受信器で
前記センサから出力される電圧を受け取るための手段をさらに備えることを特徴とする請
求項22に記載のデバイス。
【請求項２５】
　ワイヤレス電力受信器を前記バッテリユニットに結合するための前記手段が、前記ワイ
ヤレス電力受信器と前記バッテリユニットとの間で信号を送受信するための回路を備え、
　有線充電モジュールを前記バッテリユニットに結合するための前記手段が、前記有線充
電モジュールと前記バッテリユニットとの間で信号を送受信するための回路を備え、
　前記ワイヤレス充電モードの間、前記バッテリユニットの温度を測定するために、前記
ワイヤレス電力受信器を選択的にイネーブルする手段と、前記有線充電モードの間、前記
バッテリユニットのセンサへバイアス電圧を提供するとともに、前記バッテリユニットの
前記温度を測定するために、前記有線充電モジュールを選択的にイネーブルするための手
段は、前記ワイヤレス電力受信器または記有線充電モジュールの1つに、前記バッテリユ
ニットの前記温度を測定することを選択的にイネーブルするために、複数のスイッチを備
えるマルチプレクサを備える回路を備えることを特徴とする請求項24に記載のデバイス。
【請求項２６】
　サーミスタ電圧をアナログデジタル変換器に伝達する間、サーミスタバイアス電圧を前
記ワイヤレス電力受信器の前記アナログデジタル変換器にカップリングする手段をさらに
備えることを特徴とする請求項22に記載のデバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般にはワイヤレス電力に関し、より具体的には、有線とワイヤレスの両方
の充電用途でバッテリ温度を監視するためのインターフェースに関するシステム、デバイ
ス、および方法に関する。
【０００２】
［関連出願の相互参照］
　本開示は、「SHARED BATTERY THERMISTOR INTERFACE FOR WIRELESS CHARGING」という
名称の、2010年5月28日に出願した米国仮特許出願第61/349,734号の優先権を主張する、
「TEMPERATURE SENSOR INTERFACE FOR WIRELESS AND WIRED CHARGING」という名称の、20
10年12月2日に出願した米国特許出願第12/959,253号の優先権を主張するものであり、こ
れらの各個は、本明細書の譲受人に譲渡されている。これらの先願の開示は、本開示の一
部とみなされ、参照により本開示に組み込まれている。
【背景技術】
【０００３】
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　送信器と充電されるべきデバイスとの間での無線経由の(over the air)送電を使用する
手法が、開発されている。これらは、一般に、2つの部類に分けられる。一方は、送信ア
ンテナと、バッテリを充電するために、放射される電力を捕集し、それを整流する、充電
されるべきデバイスの側の受信アンテナとの間の、平面波放射(遠距離場放射とも呼ぶ)の
結合に基づく。アンテナは、一般に、結合効率を向上させるために、共振長のものである
。この手法は、電力結合がアンテナ間の距離によって急速に低下するという事実が悩みと
なっている。そのため、妥当な距離(例えば、>1～2m)にわたる充電が困難になる。加えて
、システムは平面波を放射するので、非意図的な放射が、フィルタリングによって適正に
制御されなければ、他のシステムと干渉する場合がある。
【０００４】
　他方の手法は、例えば、「充電」マットまたは地表に埋め込まれた送信アンテナと、充
電されるべきホストデバイスに埋め込まれた、整流回路を加えた受信アンテナとの間の誘
導結合に基づく。この手法には、送信アンテナと受信アンテナとの間の間隙が、非常に近
くなければならない(例えば、数mm)という欠点がある。この手法は、同じ区域内の複数の
デバイスを同時に充電する能力を確かに有するが、この区域は典型的には小さく、したが
って、ユーザは、デバイスを特定の区域に置かなければならない。
【０００５】
　充電を受信する前に、電子デバイス内部のバッテリの温度を、温度が安全な枠内にある
ことを確実にするために監視しなければならない。典型的には、これは、バッテリパック
内またはバッテリパック近傍のいずれかに位置決めされる、サーミスタを用いて行われる
。電子デバイス内部での有線充電モジュールとワイヤレス充電受信器との共存は、難しい
ことが判明している。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　高度の温度検知精度を維持しながら、電子デバイス内部の単一のサーミスタを、有線充
電モジュールおよびワイヤレス充電受信器とインターフェースするための、方法、システ
ム、およびデバイスに対するニーズが存在する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　一実施形態において、デバイスは、ワイヤレス電力受信器と、前記ワイヤレス電力受信
器に動作可能に結合される有線充電モジュールと、バッテリユニットに結合するように、
かつ、前記ワイヤレス電力受信器および前記有線充電モジュールの1つが、前記バッテリ
ユニットの温度を決定することを選択的に可能にするように構成されるインターフェース
と、を備えることを特徴とする。
【０００８】
　一実施形態において、方法は、インターフェースを介して、ワイヤレス電力受信器をバ
ッテリユニットに結合するステップと、前記インターフェースを介して、有線充電モジュ
ールを前記バッテリユニットに結合するステップと、前記インターフェースを介して、前
記ワイヤレス電力受信器および前記有線充電モジュールの1つに、前記バッテリユニット
の温度を決定することを選択的に可能にするステップと、を含むことを特徴とする。
【０００９】
　一実施形態において、デバイスは、インターフェースを介して、ワイヤレス電力受信器
をバッテリユニットに結合するための手段と、前記インターフェースを介して、有線充電
モジュールを前記バッテリユニットに結合するための手段と、前記インターフェースを介
して、前記ワイヤレス電力受信器および前記有線充電モジュールの1つが、前記バッテリ
ユニットの温度を決定することを選択的に可能にするための手段と、を備えることを特徴
とする。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
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【図１】ワイヤレス電力移送システムの簡略化したブロック図を示す。
【図２】ワイヤレス電力移送システムの簡略化した概略図を示す。
【図３】本発明の一例としての実施形態で使用するためのループアンテナの概略図を例示
する。
【図４】本発明の一例としての実施形態による、送信器の簡略化したブロック図である。
【図５】本発明の一例としての実施形態による、受信器の簡略化したブロック図である。
【図６】抵抗分割器内部のバッテリサーミスタの温度対電圧を例示するプロットである。
【図７】従来のサーミスタバイアス監視回路である。
【図８】本発明の一例としての実施形態による、ワイヤレス電力受信器、有線充電モジュ
ール、およびサーミスタを含む受信器の一部分のブロック図である。
【図９】本発明の一例としての実施形態による、ワイヤレス電力受信器、有線充電モジュ
ール、およびサーミスタを含む受信器の一部分の回路図である。
【図１０】本発明の一例としての実施形態による、受信器内部の様々な電圧および電流を
例示するタイミング図である。
【図１１】本発明の一例としての実施形態による、受信器内部の様々な電圧および電流を
例示する別のタイミング図である。
【図１２】本発明の一例としての実施形態による方法を例示するフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　添付の図面に連関して以下に示す詳細な説明は、本発明の一例としての実施形態の説明
として意図されるものであり、本発明が実践され得る他にない実施形態を表すことは意図
されない。本説明の全体を通して使用される用語「一例としての」は、「例、実例、また
は例示として役立つ」ということを意味し、他の一例としての実施形態より好ましい、ま
たは有利であると、必ずしも解釈されるべきではない。詳細な説明は、本発明の一例とし
ての実施形態の徹底した理解をもたらす目的で、特定の詳細を含む。本発明の一例として
の実施形態が、これらの特定の詳細がなくとも実践され得ることは、当業者には明らかで
あろう。一部の実例では、よく知られている構造およびデバイスを、本明細書で提示する
一例としての実施形態の新規性を不明瞭にすることを回避するために、ブロック図の形態
で示す。
【００１２】
　用語「ワイヤレス電力」を、本明細書では、電場、磁場、電磁場に関連した、または他
の方法で、物理的な電気伝導体を使用せずに、送信器から受信器までの間で送信される、
エネルギーの任意の形態を意味するように使用する。
【００１３】
　図1は、本発明の様々な一例としての実施形態による、ワイヤレス送信または充電シス
テム100を例示する。入力電力102が、エネルギー移送を提供するために放射場106を発生
させるために、送信器104に提供される。受信器108が、放射場106に結合し、出力電力110
を、出力電力110に結合されるデバイス(図示せず)による蓄積または消費のために発生さ
せる。送信器104と受信器108の両方は、距離112だけ分離される。1つの一例としての実施
形態では、送信器104および受信器108は、相互共振関係によって構成され、受信器108の
共振周波数および送信器104の共振周波数が非常に近いとき、受信器108が放射場106の「
近距離場」に置かれるときに、送信器104と受信器108との間の送信損失が最小になる。
【００１４】
　送信器104は、エネルギー送信のための手段を提供するために送信アンテナ114をさらに
含み、受信器108は、エネルギー受信のための手段を提供するために受信アンテナ118をさ
らに含む。送信アンテナおよび受信アンテナは、用途、およびそれに関連することになる
デバイスによってサイズ設定される。上述のように、効率的なエネルギー移送は、エネル
ギーの大部分を電磁波で遠距離場に伝搬させるのではなく、送信アンテナの近距離場での
エネルギーの大きな部分を受信アンテナに結合することにより行われる。この近距離場で
のときに、結合モードが、送信アンテナ114と受信アンテナ118との間に発現され得る。こ
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の近距離場結合が出現し得る、アンテナ114および118の周囲の区域を、本明細書では、結
合モード領域と呼ぶ。
【００１５】
　図2は、ワイヤレス電力移送システムの簡略化した概略図を示す。送信器104は、発振器
122、電力増幅器124、ならびに、フィルタおよび整合回路126を含む。発振器は、調整信
号123に応答して調整され得る、468.75KHz、6.78MHz、または13.56などの所望の周波数で
発生させるように構成される。発振器信号は、制御信号125に応答した増幅量によって、
電力増幅器124により増幅され得る。フィルタおよび整合回路126は、高調波または他の望
ましくない周波数をフィルタ除去し、送信器104のインピーダンスを送信アンテナ114に整
合させるために含まれ得る。
【００１６】
　受信器108は、図2に示すようなバッテリ136を充電するため、または受信器に結合され
るデバイス(図示せず)に電力供給するために、DC電力出力を発生させるために、整合回路
132、ならびに、整流器およびスイッチング回路134を含み得る。整合回路132は、受信器1
08のインピーダンスを受信アンテナ118に整合させるために含まれ得る。受信器108および
送信器104は、別個の通信チャネル119(例えば、Bluetooth(登録商標)、zigbee、セルラー
、その他)上で通信することができる。
【００１７】
　図3に例示するように、一例としての実施形態で使用されるアンテナは、本明細書では
「磁気」アンテナと呼ぶ場合もある、「ループ」アンテナ150として構成され得る。ルー
プアンテナは、空芯、またはフェライトコアなどの物理的コアを含むように構成され得る
。空芯のループアンテナは、コアの付近に配置される外来の物理的デバイスに対して、よ
り許容可能であり得る。さらに、空芯のループアンテナによって、コア区域内部での他の
構成要素の配置が可能になる。加えて、空芯のループによって、送信アンテナ114(図2)の
結合モード領域が、より強力であり得る、送信アンテナ114(図2)の平面内部での受信アン
テナ118(図2)の配置が、より容易に可能になり得る。
【００１８】
　上述のように、送信器104と受信器108との間のエネルギーの効率的な移送が、送信器10
4と受信器108との間の整合された、またはほぼ整合された共振の間に行われる。しかしな
がら、送信器104と受信器108との間の共振が整合されていないときでも、効率は影響を受
ける場合があるが、エネルギーは移送され得る。エネルギーの移送は、送信アンテナから
のエネルギーを自由空間に伝搬させるのではなく、送信アンテナの近距離場からのエネル
ギーを、この近距離場が確立される近隣に存在する受信アンテナに結合することにより行
われる。
【００１９】
　ループまたは磁気アンテナの共振周波数は、インダクタンスおよびキャパシタンスに基
づく。ループアンテナでのインダクタンスは、一般に、単にループにより生成されるイン
ダクタンスであり、一方でキャパシタンスは、一般に、所望の共振周波数で共振構造を生
成するために、ループアンテナのインダクタンスに付加される。非限定的な例として、コ
ンデンサ152およびコンデンサ154が、共振信号156を発生させる共振回路を生成するため
に、アンテナに付加され得る。したがって、より大きな直径のループアンテナに関しては
、ループの直径またはインダクタンスが増大するにつれて、共振を誘起するために必要な
キャパシタンスのサイズは減少する。さらに、ループまたは磁気アンテナの直径が増大す
るにつれて、近距離場の効率的なエネルギー移送の区域が増大する。当然ながら、他の共
振回路が可能である。別の非限定的な例として、コンデンサは、ループアンテナの2つの
端子間に並列に配置される場合がある。加えて、送信アンテナに関しては、共振信号156
はループアンテナ150への入力であり得ることを、当業者は認識するであろう。
【００２０】
　図4は、本発明の一例としての実施形態による、送信器200の簡略化したブロック図であ
る。送信器200は、送信回路網202および送信アンテナ204を含む。一般に、送信回路網202
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は、発振信号を提供することにより、送信アンテナ204にRF電力を提供し、その結果、送
信アンテナ204の周辺に近距離場エネルギーが発生する。送信器200は、任意の適した周波
数で動作し得ることに留意されたい。例として、送信器200は、13.56MHzのISM帯域で動作
し得る。
【００２１】
　一例としての送信回路網202は、送信回路網202のインピーダンス(例えば、50オーム)を
送信アンテナ204と整合させるための固定インピーダンス整合回路206、および、受信器10
8(図1)に結合されるデバイスの自己妨害を防止するためのレベルに、高調波の放出を低減
するように構成されるローパスフィルタ(LPF)208を含む。他の一例としての実施形態は、
他のものを通過させる一方で特定の周波数を減衰させるノッチフィルタを含むが、それに
限定されない、異なるフィルタトポロジを含み得るとともに、アンテナへの出力電力、ま
たは電力増幅器により取り出されるDC電流などの、測定可能な送信メトリクスに基づいて
変動され得る、適応インピーダンス整合を含み得る。送信回路網202は、発振器212により
決定されるようなRF信号を駆動するように構成される電力増幅器210をさらに含む。送信
回路網は、個別的なデバイスもしくは回路で構成される場合があり、または代わりに、一
体型アセンブリで構成される場合がある。送信アンテナ204からの一例としてのRF電力出
力は、2.5ワット程度であり得る。
【００２２】
　送信回路網202は、近隣のデバイスと、それらの付属の受信器を介して対話するために
、通信プロトコルを実装するために、発振器の周波数または位相を調整するために、かつ
、出力電力レベルを調整するために、特定の受信器に対する送信位相(またはデューティ
サイクル)の間、発振器212を使用可能にするために、コントローラ214をさらに含む。当
技術分野ではよく知られているように、発振器の位相および送信経路内の関係する回路網
の調整は、特に1つの周波数から別の周波数に遷移するときの、帯域外放出の低減を考慮
したものである。
【００２３】
　送信回路網202は、送信アンテナ204により発生される近距離場の付近での、活動状態の
受信器の存在または非存在を検出するために、負荷検知回路216をさらに含み得る。例と
して、負荷検知回路216は、送信アンテナ204により発生される近距離場の付近での、活動
状態の受信器の存在または非存在により影響を受ける、電力増幅器210に流れる電流を監
視する。エネルギーを送信するために発振器212を使用可能にすべきかどうか、および、
活動状態の受信器と通信すべきかどうかを決定する際に使用するために、電力増幅器210
への装荷に対する変化の検出が、コントローラ214により監視される。
【００２４】
　送信アンテナ204は、リッツ線を用いて、または、抵抗損失を低く保つために選択され
る厚さ、幅および金属タイプを有するアンテナストリップとして実装され得る。従来の実
装形態では、送信アンテナ204は、一般に、テーブル、マット、ランプ、または他のより
携帯型ではない構成などの、より大きな構造と関連するように構成され得る。したがって
、送信アンテナ204は、一般に、実用的な寸法にするために「巻き」を必要としないこと
になる。送信アンテナ204の一例としての実装形態は、「電気的に小型」(すなわち、波長
の何分の1か)であり得るとともに、共振周波数を定義するためにコンデンサを使用するこ
とにより、より低い使用可能な周波数で共振するように同調され得る。送信アンテナ204
が、受信アンテナと比較して、直径が、または矩形ループならば辺の長さが、より大きく
なり得る(例えば、0.50メートル)一例としての用途では、送信アンテナ204は、妥当なキ
ャパシタンスを得るために、必ずしも多数の巻きを必要としないことになる。
【００２５】
　送信器200は、送信器200に関連し得る受信器デバイスの所在および状態に関する情報を
収集かつ追跡し得る。したがって、送信回路網202は、(本明細書ではプロセッサとも呼ぶ
)コントローラ214に接続される、存在検出器(presence detector)280、密閉検出器（encl
osed detector）260、またはそれらの組み合わせを含み得る。コントローラ214は、存在
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検出器280および密閉検出器260からの存在信号に応答して、増幅器210により送出される
電力の量を調整することができる。送信器は、例えば、建物内に存在する従来のAC電力を
変換するためのAC-DC変換器(図示せず)、従来のDC電源を送信器200に適した電圧に変換す
るためのDC-DC変換器(図示せず)、または、従来のDC電源(図示せず)から直接など、いく
つかの電源によって、電力を受信し得る。
【００２６】
　非限定的な例として、存在検出器280は、送信器のカバレッジ区域に挿入される、充電
されるべきデバイスの初期の存在を検知するために利用される動き検出器であり得る。検
出後、送信器がターンオンされ得るとともに、デバイスにより受信されるRF電力が、あら
かじめ定められた様式でRxデバイス上のスイッチをトグルするために使用され得るもので
あり、それによって、送信器の駆動点インピーダンスに対する変化がもたらされる。
【００２７】
　別の非限定的な例として、存在検出器280は、例えば、赤外検出、動き検出、または他
の適した手段により、人間を検出可能である検出器であり得る。一部の一例としての実施
形態では、送信アンテナが特定の周波数で送信し得る電力の量を制限する規制が存在し得
る。一部の場合では、これらの規制は、人間を電磁放射から保護するためのものである。
これに対して、例えば、車庫、生産現場、店などのような、人間により占有されない、ま
たは人間によりめったに占有されない区域に、送信アンテナが配置される環境が存在し得
る。これらの環境に人間がいないならば、通常の電力制限規制を超えて、送信アンテナの
電力出力を増大させても差し支えない場合がある。換言すれば、コントローラ214は、送
信アンテナ204の電力出力を、規制レベルに、または、人間の存在に応答してより低く調
整することができ、送信アンテナ204の電力出力を、人間が送信アンテナ204の電磁場から
の規制距離の外側にいるときに、規制レベルを超えるレベルに調整することができる。
【００２８】
　非限定的な例として、(本明細書では、密閉区画検出器または密閉空間検出器と呼ぶ場
合もある)密閉検出器260は、エンクロージャが閉状態または開状態であるときを決定する
ための検知スイッチなどのデバイスであり得る。密閉状態であるエンクロージャ内に送信
器があるとき、送信器の電力レベルは増大され得る。
【００２９】
　一例としての実施形態では、それによって送信器200が無期限にオンのままではない方
法が使用され得る。この場合、送信器200は、ユーザが決定した量の時間の後に停止する
ようにプログラムされ得る。この機能は、送信器200、特に電力増幅器210が、その周辺部
のワイヤレスデバイスが完全に充電されている後に長い間稼働することを防止する。この
事象は、リピータまたは受信コイルのいずれかから送られる、デバイスが完全に充電され
ているという信号を、回路が検出しないことに起因し得る。送信器200が、別のデバイス
がその周辺部に配置される場合に、自動的にシャットダウンすることを防止するために、
送信器200の自動停止機能は、その周辺部で検出される動きが、所定の期間にない後での
み活動化され得る。ユーザは、非活動時間間隔を決定すること、およびそれを必要に応じ
て変更することが可能であり得る。非限定的な例として、時間間隔は、特定のタイプのワ
イヤレスデバイスを、デバイスが最初に完全に放電されているという仮定のもとで、完全
に充電するのに必要とされるより長いものであり得る。
【００３０】
　図5は、本発明の一例としての実施形態による、受信器300の簡略化したブロック図であ
る。受信器300は、受信回路網302および受信アンテナ304を含む。受信器300は、デバイス
350と、受信される電力をそれに提供するためにさらに結合する。受信器300は、デバイス
350の外部にあるように例示されるが、デバイス350と一体化され得ることに留意されたい
。一般に、エネルギーは、受信アンテナ304にワイヤレスで伝搬され、次いで、受信回路
網302によってデバイス350に結合される。
【００３１】
　受信アンテナ304は、送信アンテナ204(図4)と同じ周波数で、または指定された範囲の
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周波数の中で共振するように同調される。受信アンテナ304は、送信アンテナ204と同様に
寸法設定される場合があり、または、関連するデバイス350の寸法に基づいて、異なって
サイズ設定される場合がある。例として、デバイス350は、送信アンテナ204の長さの直径
より小さな、直径または長さの寸法を有する、携帯型電子デバイスであり得る。そのよう
な例では、受信アンテナ304は、同調コンデンサ(図示せず)のキャパシタンス値を低減す
るために、かつ、受信アンテナのインピーダンスを増大するために、多巻きアンテナとし
て実装され得る。例として、受信アンテナ304は、アンテナの直径を最大にするために、
かつ、受信アンテナのループ巻き(すなわち、巻線)の数、および巻線間キャパシタンスを
低減するために、デバイス350の実質的な周縁の周囲に配置され得る。
【００３２】
　受信回路網302は、受信アンテナ304に対するインピーダンス整合をもたらす。受信回路
網302は、受信されたRFエネルギー源を、デバイス350により使用するための充電電力に変
換するために、電力変換回路網306を含む。電力変換回路網306は、RF-DC変換器308を含み
、DC-DC変換器310をさらに含み得る。RF-DC変換器308は、受信アンテナ304で受信されたR
Fエネルギー信号を非交流電力に整流し、一方でDC-DC変換器310は、整流されたRFエネル
ギー信号を、デバイス350との適合性があるエネルギーポテンシャル(例えば、電圧)に変
換する。部分および完全整流器、調整器、ブリッジ、ダブラ、ならびに、線形およびスイ
ッチング変換器を含む、様々なRF-DC変換器が企図される。
【００３３】
　受信回路網302は、受信アンテナ304を電力変換回路網306に接続するために、または代
わりに、電力変換回路網306を切断するために、スイッチング回路網312をさらに含み得る
。電力変換回路網306から受信アンテナ304を切断することは、デバイス350の充電を一時
停止するだけでなく、送信器200(図2)により「認知される」ような「負荷」を変化させる
。
【００３４】
　上記で開示したように、送信器200は、送信器の電力増幅器210に提供されるバイアス電
流の変動を検出する負荷検知回路216を含む。したがって、送信器200は、受信器が送信器
の近距離場に存在するときを決定するための機構を有する。
【００３５】
　複数の受信器300が送信器の近距離場に存在するとき、他の受信器がより効率的に送信
器に結合することを可能にするために、1つまたは複数の受信器の、装荷および除荷を時
間多重化することが望ましい場合がある。受信器は、他の近くの受信器との結合をなくす
ために、または近くの送信器への装荷を低減するためにクローキングされる場合もある。
受信器のこの「除荷」は、本明細書では「クローキング」としても知られている。さらに
、受信器300により制御され、送信器200により検出される、除荷と装荷との間のこのスイ
ッチングは、以下でより十分に解説するように、受信器300から送信器200への通信機構を
提供する。加えて、受信器300から送信器200にメッセージを送ることを可能にするプロト
コルが、スイッチングに関連付けられ得る。例として、スイッチング速度は、100μ秒程
度であり得る。
【００３６】
　一例としての実施形態では、送信器と受信器との間の通信は、従来の双方向通信ではな
く、デバイス検知および充電制御の機構を指す。換言すれば、送信器は、エネルギーが近
距離場で利用可能であるかどうかを調整するために、送信される信号のオン/オフキーイ
ングを使用することができる。受信器は、エネルギーのこれらの変化を送信器からのメッ
セージと解釈する。受信器側から、受信器は、どの程度の電力が近距離場から受け取られ
るかを調整するために、受信アンテナの同調および離調を使用することができる。送信器
は、近距離場から使用される電力のこの違いを検出すること、および、これらの変化を受
信器からのメッセージと解釈することができる。送信電力の変調および負荷の挙動の他の
形態が、利用され得ることに留意されたい。
【００３７】
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　受信回路網302は、送信器から受信器への情報シグナリングに対応し得る、受信された
エネルギー変動を特定するために使用される、シグナリング検出器およびビーコン回路網
314をさらに含み得る。さらに、シグナリングおよびビーコン回路網314は、ワイヤレス充
電用の受信回路網302を構成するために、受信回路網302内部の、電力供給されていない、
または電力が消耗した回路のいずれかをアウェイクするために、低減されたRF信号エネル
ギー(すなわち、ビーコン信号)の送信を検出するため、および、低減されたRF信号エネル
ギーを定格電力に整流するためにさらに使用され得る。
【００３８】
　受信回路網302は、本明細書で説明するスイッチング回路網312の制御を含む、本明細書
で説明する受信器300の処理を調和して動作させるために、プロセッサ316をさらに含む。
受信器300のクローキングが、デバイス350に充電電力を提供する外部の有線充電源(例え
ば、壁部/USB電力)の検出を含む、他の事象の発生を基に行われる場合もある。プロセッ
サ316は、受信器のクローキングの制御に加えて、ビーコン状態を決定し、送信器から送
られるメッセージを抽出するために、ビーコン回路網314を監視することもできる。プロ
セッサ316は、性能を向上させるために、DC-DC変換器310を調整することもできる。
【００３９】
　当業者なら理解するように、電子デバイス内部の充電モジュールは、バッテリ温度を検
知するために、かつ、バッテリを充電する前に、バッテリの温度が安全な枠内にあること
を確認するために、サーミスタを利用することができる。安全な温度枠は、典型的にはセ
氏0度から60度である。サーミスタは、バッテリユニット(すなわち、バッテリパック)に
埋め込まれ得るか、バッテリユニットのすぐ近傍の外部に置かれ得るかのいずれかである
。当業者なら理解するように、サーミスタの抵抗値は、負の温度係数を有し、図6のプロ
ット500で信号502により示すように、温度が上昇するにつれて非線形の傾きで降下する。
図7は、サーミスタの抵抗値を検知するために使用される、抵抗分割器514を介してバッテ
リ512に結合される電力管理集積回路(PMIC)510内部の従来の有線充電モジュールを図示す
る。PMIC510またはワイヤレス充電モジュールなどの充電デバイスは、バイアス電圧を抵
抗分割器514に供給することができ、その後、バッテリ温度と相関関係がある、サーミス
タ518の両端間の電圧降下を測定することができる。温度に関する検知は、図7に示すよう
な比較器520のアレイを用いて、または、アナログデジタル変換器を用いたサンプリング
によってのいずれかで実装され得る。PMIC510は、当技術分野でよく知られており、した
がって、さらに詳細には説明しない。
【００４０】
　本明細書で説明するような、本発明の様々な一例としての実施形態は、電子デバイス内
部のワイヤレス充電受信器および有線充電モジュール(例えば、PMIC)が、電子デバイスの
バッテリの温度を監視するために、単一のセンサ(例えば、サーミスタ)にアクセスし、そ
れを利用することを可能にするための、システム、デバイス、および方法に関する。本明
細書で説明する一例としての実施形態によって、ワイヤレス充電受信器が、電子デバイス
内で既存の有線充電器と共存することが可能になることに留意されたい。ワイヤレス充電
受信器を、本明細書では「ワイヤレス電力受信器」と呼ぶ場合もあることにさらに留意さ
れたい。
【００４１】
　1つの一例としての実施形態によれば、ワイヤレス充電受信器が「オン」である場合が
あり、有線充電モジュールが「オフ」である場合があり、ワイヤレス充電受信器が、サー
ミスタにバイアス電圧を提供する場合がある。別の一例としての実施形態によれば、有線
充電モジュールが「オン」である(すなわち、有線充電器が存在する)場合があり、ワイヤ
レス充電受信器が「オフ」である場合があり、有線充電モジュールが、ワイヤレス充電受
信器を介して、サーミスタにバイアス電圧を提供する場合がある。さらに別の一例として
の実施形態によれば、ワイヤレス充電受信器および有線充電モジュールが、両方とも「オ
ン」である場合があり、有線充電モジュールが、ワイヤレス充電受信器を介して、サーミ
スタにバイアス電圧を提供する場合がある。1つの一例としての実施形態によれば、有線
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充電モジュールが、ワイヤレス充電受信器より上の優先順位を有し得ることに留意された
い。したがって、この一例としての実施形態では、ワイヤレス充電受信器は、有線充電モ
ジュールにより発生されるバイアス電圧が、存在しない、または、しきい値基準電圧(す
なわち、ワイヤレス充電受信器により発生されるバイアス電圧)より低いときにのみ、サ
ーミスタなどのセンサにアクセス可能にされ得る。
【００４２】
　有線充電器が存在するかどうかに関する決定は、デバイスの有線充電バイアス電圧を、
デバイスのワイヤレス受信器の内部のバイアス電圧と比較することを含み得ることに留意
されたい。有線充電バイアス電圧が内部バイアス電圧以上であるならば、有線充電器が存
在し、デバイスは有線充電モードであり得る。有線充電バイアス電圧が内部バイアス電圧
未満であるならば、有線充電器は存在せず、デバイスはワイヤレス充電モードであり得る
。
【００４３】
　図8は、本発明の一例としての実施形態による、有線充電モジュール652およびワイヤレ
ス充電受信器654を含む電子デバイス650の一部分のブロック図を例示する。必須ではない
が、有線充電モジュール652は、PMIC内部にあってもよい。単に例として、有線充電モジ
ュールは、図7に例示するPMIC510を備え得る。ワイヤレス充電受信器654は、本明細書で
は基準電圧と呼ぶ場合もある、内部バイアス電圧を発生させるように構成されるバイアス
電圧発生器670を備え得る。ワイヤレス充電受信器654は、発生器670から内部バイアス電
圧を受け取るように構成されるマルチプレクサ(MUX)664をさらに備え得る。MUX664は、リ
ンク672を介して有線充電モジュール652からバイアス電圧(「WIRED_VTHERM_BIAS」)を受
け取るようにさらに構成される。内部バイアス電圧およびWIRED_VTHERM_BIASの受け取り
を基に、MUX664は、所望のバイアス電圧VTHERM_BIAS(すなわち、WIRED_VTHERM_BIASまた
は内部バイアス電圧のいずれか)を、リンク658を介してサーミスタ675に伝達するように
構成され得る。
【００４４】
　電子デバイス650は、バッテリユニット656をさらに含み得る、またはそれに結合され得
る。例示のように、抵抗器R3は、バッテリユニット656の内部にあるサーミスタ675を備え
、抵抗器R1およびR2は、各個がバッテリユニット656の外部にある。抵抗器R1、抵抗器R2
、およびサーミスタR3は、分圧器661を編成する。本明細書で説明する一例としての実施
形態はサーミスタを含むが、本発明の実施形態は、そのようには限定されないことに留意
されたい。むしろ、バッテリユニット656は、温度を検知するための任意の適したセンサ
を備え得る、またはそれに結合され得る。分圧器661は、リンク660を介してMUX664にサー
ミスタ電圧VTHERM_INを出力するように構成される。
【００４５】
　以下でより十分に説明するように、有線充電モジュール652がサーミスタ675にアクセス
可能であるならば、MUX664は、リンク662を介して有線充電モジュール652にサーミスタ電
圧VTHERM_INを伝達することができる。それに応答して、有線充電モジュール652は、バッ
テリユニット656の温度が容認可能な範囲内にあるかどうかを決定するために、VTHERM_IN
を様々なしきい値レベルと比較することができる。他方で、ワイヤレス充電受信器がサー
ミスタ675にアクセス可能であるならば、MUX664は、リンク663を介してモジュール674に
サーミスタ電圧VTHERM_INを伝達することができる。モジュール674は、バッテリユニット
656の温度が容認可能な範囲内にあるかどうかを決定するために、受け取ったサーミスタ
電圧VTHERM_INを様々なしきい値レベルと比較するように構成される。モジュール674を、
本明細書では「監視回路」と呼ぶ場合もあることに留意されたい。モジュール674を、デ
ジタル比較器668に結合されるアナログデジタル変換器666を備えるように例示するが、本
発明の実施形態は、そのようには限定されない。むしろ、モジュール674は、アナログ動
作用に構成され得るものであり、図7に例示する比較器520のアレイと同様の、比較器のア
レイを備え得る。
【００４６】
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　1つの一例としての実施形態によれば、以下でより十分に説明するように、MUX664は、V
THERM_BIASをサーミスタ675に、および、VTHERM_INをモジュール674または有線充電モジ
ュール652のいずれかに提供するために、複数のスイッチを備え得る。別の一例としての
実施形態によれば、MUX664は、VTHERM_BIASをサーミスタ675に、および、VTHERM_INをモ
ジュール674または有線充電モジュール652のいずれかに提供するために、増幅器のアレイ
を備え得る。MUX664を、ワイヤレス充電受信器654内部にあるように例示するが、MUX664
は、ワイヤレス充電受信器654の外部にあり、かつそれに動作可能に結合されてもよいと
いうことに留意されたい。
【００４７】
　次に、デバイス650の企図される動作を概略的に説明する。最初に、バイアス電圧発生
器670により発生される内部バイアス電圧が、MUX664に提供され得る。電圧発生器670によ
り発生される電圧は、MUX664に提供される前にスケーリングされ得ることに留意されたい
。さらに、有線充電モジュール652により発生されるバイアス電圧WIRED_VTHERM_BIASが、
MUX664にさらに提供され得る。2つのバイアス電圧を比較した後、MUX664は、より高い値
を有するバイアス電圧をVTHERM_BIASとして、リンク658を介してサーミスタ675に伝達す
ることができる。WIRED_VTHERM_BIASが、バイアス電圧発生器670により発生される内部バ
イアス電圧以上であるならば、有線充電モジュール652が、サーミスタ675にアクセス可能
にされ得る(すなわち、WIRED_VTHERM_BIASが、サーミスタ675に伝達され、有線充電モジ
ュール652が、バッテリユニット656の温度を検知する)ことに留意されたい。これを、「
有線充電モード」と呼ぶ場合もある。WIRED_VTHERM_BIASが、バイアス電圧発生器670によ
り発生される内部バイアス電圧未満であるならば、ワイヤレス充電受信器654が、サーミ
スタ675をバイアスするために直接アクセス可能にされ得る(すなわち、バイアス電圧発生
器670により発生されるバイアス電圧が、サーミスタ675に伝達され、ワイヤレス充電受信
器654が、バッテリユニット656の温度を検知する)。これを、「ワイヤレス充電モード」
と呼ぶ場合もある。
【００４８】
　さらに、サーミスタ電圧VTHERM_INが、リンク660を介して抵抗分割器661からMUX664に
提供され得る。有線充電モジュール652が、サーミスタ675にアクセス可能にされているな
らば、サーミスタ電圧VTHERM_INは、有線充電モジュール652に伝達され得るとともに、バ
ッテリユニット656の温度が容認可能な範囲内にあるかどうかを決定するために、図7に示
すように、比較器520のアレイを用いてしきい値電圧レベルと比較され得る。ワイヤレス
充電受信器654が、サーミスタ675にアクセス可能にされているならば、サーミスタ電圧VT
HERM_INは、バッテリユニット656の温度が容認可能な範囲内にあるかどうかを決定するた
めに、サーミスタ電圧を様々なしきい値レベルと比較するために、モジュール674に伝達
され得る。
【００４９】
　図9は、本発明の一例としての実施形態による、有線充電モジュール652およびワイヤレ
ス充電受信器654を含む電子デバイス700の一部分の回路図を例示する。有線充電モジュー
ル652は、リンク708を介してバイアス電圧「WIRED_VTHERM_BIAS」を伝達するように、か
つ、リンク710を介してサーミスタ電圧「VTHERM_IN」を受け取るように構成され得る。さ
らに、デバイス700は、サーミスタ675を備え得るバッテリユニット656を備え得る、また
はそれに結合され得る。さらに、上記のように、本発明の実施形態は、サーミスタに限定
されるのではなく、むしろ、温度を検知するための任意の適したセンサが、本発明の範囲
内であり得る。デバイス700は、各個がバッテリユニット656の外部にある抵抗器R1、抵抗
器R2、およびサーミスタ675を備える分圧器711をさらに含み得る。サーミスタ675を、バ
ッテリユニット656の内部にあるように例示するが、サーミスタは、バッテリユニット656
の外部および近傍にあってもよい。
【００５０】
　さらに、デバイス700は、最大電圧選択器706および調整器704(例えば、LDO)を含み得る
。調整器704は、最大電圧選択器706に内部バイアス電圧(「内部バイアス電圧」)を供給す
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るように構成され得る。したがって、最大電圧選択器706は、リンク708を介して、有線充
電モジュール652からバイアス電圧WIRED_VTHERM_BIASを受け取るように、かつ、リンク70
9を介して、調整器704から内部バイアス電圧を受け取るように構成され得る。バイアス電
圧を受け取ると、最大電圧選択器706は、ワイヤレス充電受信器654と有線充電モジュール
652との間の優先順位を定義するように構成され得る。より具体的には、最大電圧選択器7
06によって、バイアス電圧VTHERM_BIASが、リンク719を介してサーミスタ675に伝達され
ることが可能になり得る。バイアス電圧VTHERM_BIASは、バイアス電圧WIRED_VTHERM_BIAS
または内部バイアス電圧の大きな方を含むことに留意されたい。さらになお具体的には、
バイアス電圧WIRED_VTHERM_BIASが内部バイアス電圧以上であるならば、有線充電モジュ
ール652が、サーミスタ675にアクセス可能にされ得る(すなわち、バイアス電圧WIRED_VTH
ERM_BIASがサーミスタ675に伝達される)。さらに、バイアス電圧WIRED_VTHERM_BIASが内
部バイアス電圧以上であるならば、分圧器711から出力されるサーミスタ電圧VTHERM_INが
、リンク722および710を介して有線充電モジュールに伝達され得る。さらに、バイアス電
圧WIRED_VTHERM_BIASが内部バイアス電圧未満であるならば、ワイヤレス充電受信器654が
、サーミスタ675をバイアスするために直接アクセス可能にされ得る(すなわち、内部バイ
アス電圧がサーミスタ675に伝達される)。さらに、バイアス電圧WIRED_VTHERM_BIASが内
部バイアス電圧未満であるならば、分圧器711から出力されるサーミスタ電圧VTHERM_INが
、リンク723を介してモジュール674に伝達され得る。
【００５１】
　上記のように、ワイヤレス充電受信器654、および、より具体的には、MUX664(図8を参
照)は、所望のバイアス電圧をサーミスタ675に提供するために、複数のスイッチを含み得
る。より具体的には、ワイヤレス充電受信器654は、スイッチS1、S2、S3、S4、S5、およ
びS6を備え得る。図8のMUX664内部に含まれ得るスイッチS1、S2、S3、およびS4は、有線
充電モジュール652と、調整器704と、モジュール674との間の接続を提供し得る。スイッ
チS5およびS6は、以下で説明する。スイッチS1～S4を備え得る図8のMUX664、および最大
電圧選択器706を、本明細書では、合わせて「インターフェース」と呼ぶ場合があること
に留意されたい。
【００５２】
　デバイス700は、上記のように、バッテリユニット656の温度が容認可能な範囲内にある
かどうかを決定するために、サーミスタ電圧VTHERM_INを様々なしきい値レベルと比較す
るように構成され得る、モジュール674をさらに含む。図9に例示する実施形態では、モジ
ュール674は、プログラマブル基準スイッチS5およびS6を伴うNビットアナログデジタル変
換器666、低オフセットのバッファ714、ならびにマイクロコントローラ668を備える。単
に例として、Nビットアナログデジタル変換器666は、8ビットアナログデジタル変換器を
備え得る。
【００５３】
　スイッチS5およびS6によって、アナログデジタル変換器666用の基準電圧が、プログラ
マブルであることが可能になり得る。より具体的には、マイクロコントローラ668は、バ
ッファ714から出力される、バッファリングされたサーミスタ電圧VTHERM_IN_BUFに、アナ
ログデジタル変換器666のフルスケールレンジを整合させるために、サーミスタのチャネ
ルのアナログデジタル変換器666の要求の間、スイッチS5をターン「オン」する(すなわち
、バイアス電圧VTHERM_BIASが、アナログデジタル変換器666用に使用される)ように構成
され得る。これによって、アナログデジタル変換器666用の最小分解能を用いた、向上し
た精度のサーミスタ電圧測定のために、アナログデジタル変換器666の分解能が最大にな
り得る。すべての他のチャネルの変換要求に対して、マイクロコントローラ668は、アナ
ログデジタル変換器666用に内部基準電圧Vrefを使用するために、スイッチS5をターン「
オフ」し、スイッチS6をターン「オン」することができる。
【００５４】
　バッテリユニット656の温度は、マイクロコントローラ668からのアナログデジタル変換
器の変換要求によってサンプリングされ、既定のしきい値と比較される。次いで、マイク
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ロコントローラ668は、バッテリユニット656の温度が充電に関して安全な枠内にあること
を検証するために、比較の結果を使用することができる。バッファ714は、アナログデジ
タル変換器666の入力インピーダンスを外部サーミスタの抵抗分割器711から分離するよう
に構成され得ることに留意されたい。これは、より高速な変換時間を可能にし得るととも
に、アナログデジタル変換器の入力インピーダンスが変換中に変化させる入力に起因する
、精度の損失を防止することができる。
【００５５】
　次に、デバイス700の企図される動作を説明する。最初に、調整器704から発生される内
部バイアス電圧が、抵抗器673および671を備える抵抗分割器によりスケーリングされ得る
。次いで、スケーリングされたバイアス電圧(「内部バイアス電圧」)が、比較器677なら
びにスイッチ679および681を備え得る、最大電圧選択器706の入力に提供され得る。単に
例として、内部バイアス電圧は、20%だけスケーリングされ得る。別の言い方をすれば、
最大電圧選択器706に提供されるスケーリングされたバイアス電圧は、調整器704により発
生される電圧の80%であり得る。さらに、有線充電モジュール652からのバイアス電圧(「W
IRED_VTHERM_BIAS」)が、リンク708を介して最大電圧選択器706の入力にさらに伝達され
得る。その後、内部バイアス電圧およびバイアス電圧WIRED_VTHERM_BIASは、最大電圧選
択器706により比較され得る。調整器704により発生されるバイアス電圧をスケーリングす
ることが、バイアス電圧WIRED_VTHERM_BIASが内部バイアス電圧に等しいという状況を防
止し得るということに留意されたい。これは、最大電圧選択器706によって、発振および/
または高いリーク電流という望ましくない結果をもたらす場合がある。
【００５６】
　最大電圧選択器706は、バイアス電圧WIRED_VTHERM_BIASが内部バイアス電圧以上である
とき、スイッチS2を開状態にし、スイッチS1、S3、およびS4を閉状態にするように構成さ
れ得る。したがって、バイアス電圧WIRED_VTHERM_BIASが内部バイアス電圧以上であると
き、有線充電モジュール652が、サーミスタ675をバイアスするために直接アクセス可能に
される。別の言い方をすれば、有線充電モジュールは、サーミスタ675をバイアスし、バ
ッテリユニット656の温度を検知することができる。
【００５７】
　さらに、最大電圧選択器706は、バイアス電圧WIRED_VTHERM_BIASが内部バイアス電圧未
満であるとき、スイッチS2を閉状態にし、スイッチS1、S3、およびS4を開状態にするよう
に構成され得る。したがって、バイアス電圧WIRED_VTHERM_BIASが内部バイアス電圧未満
であるとき、ワイヤレス充電受信器654が、サーミスタ675をバイアスするために直接アク
セス可能にされる。別の言い方をすれば、ワイヤレス充電受信器654は、サーミスタ675を
バイアスし、バッテリユニット656の温度を検知することができる。
【００５８】
　上記のように、マイクロコントローラ668は、バッファ714から出力される、バッファリ
ングされたサーミスタ電圧VTHERM_IN_BUFに、アナログデジタル変換器666のフルスケール
レンジを整合させるために、サーミスタのチャネルのアナログデジタル変換器の要求の間
、スイッチS5をターン「オン」するように構成され得る。すべての他のチャネルの変換要
求に対して、マイクロコントローラ668は、アナログデジタル変換器666用に内部基準電圧
Vrefを使用するために、スイッチS5をターン「オフ」し、スイッチS6をターン「オン」す
ることができる。
【００５９】
　最大電圧選択器706の出力である電圧Vmax_outは、インバータ720、およびスイッチS1～
S4のバルク接続に対する供給として使用され得ることに留意されたい。したがって、ワイ
ヤレス充電受信器654は、関連する充電可能デバイスが、充電パッド上になく、有線充電
バイアス電圧以外の入力供給がないときでさえ、機能的であり得る。有線充電モジュール
652および有線充電バイアス電圧が存在しない例では、最大電圧選択器706が、スイッチS2
を閉状態にし、スイッチS1、S3、およびS4を開状態にすることができる。内部バイアス電
圧は、調整器704からサーミスタ675をバイアスし、リンク722からリンク710を切断する。
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【００６０】
　図10は、ワイヤレス充電受信器(例えば、ワイヤレス充電受信器654)がオンであり、有
線充電モジュール(例えば、有線充電モジュール652)が、オンの位置とオフの位置との間
でトグルするユースケースのシーケンスに関する、デバイス700の様々な電流および電圧
のレベルを例示するタイミング図900を例示する。タイミング図900は、インターフェース
(すなわち、MUX664および最大電圧選択器706)の自動的な優先順位の指定を例示する。タ
イミング図900は、ワイヤレス充電受信器(例えば、ワイヤレス充電受信器654)がオンであ
り、有線充電モジュール(例えば、有線充電モジュール652)が、オンの位置とオフの位置
との間でトグルする動作を図示することに留意されたい。次に、図9および10を参照して
、タイミング図900を説明する。信号902は、内部バイアス電圧の電圧レベルを表し、信号
904は、有線充電バイアス電圧(「WIRED_VTHERM_BIAS」)の電圧レベルを表す。さらに、信
号906は、電圧Vmax_outの電圧レベルを表す。信号908は、サーミスタ675に伝達されるバ
イアス電圧(「VTHERM_BIAS」)の電圧レベルを表す。
【００６１】
　信号912は、リンク710を介して有線充電モジュール652に伝達されるサーミスタ電圧(「
VTHERM_IN」)の電圧レベルを表し、信号910は、バッファ714から出力される電圧レベル(
「VTHERM_IN_BUF」)を表す。さらに、信号914は、調整器704から最大電圧選択器706に供
給される電流レベルを表し、信号916は、有線充電モジュール652から最大電圧選択器706
に供給される電流レベルを表す。有線充電モジュール652がオンであり、有線充電バイア
ス電圧(すなわち、信号904)が1.8ボルトであるとき、Vmax_out(すなわち、信号906)もま
た1.8Vであることに留意されたい。有線充電バイアス電圧(すなわち、信号904)が、ター
ンオンし、内部バイアス電圧(すなわち、信号902)より高くなる(すなわち、2.2V>1.8V)と
、Vmax_out(すなわち、信号906)およびVTHERM_BIAS(すなわち、信号908)が、2.2Vでの有
線充電バイアス電圧に接続される。次いで、有線充電バイアス電圧(すなわち、信号904)
がターンオフされる。次いで、Vmax_out(すなわち、信号906)およびVTHERM_BIAS(908)が
、1.8Vでの有線充電バイアス電圧(すなわち、信号904)に低下する。
【００６２】
　図11は、有線充電モジュール(例えば、有線充電モジュール652)がオンであり、ワイヤ
レス充電受信器(例えば、ワイヤレス充電受信器654)が、オンとオフとの間の立場でトグ
ルするユースケースのシーケンスに関する、デバイス700の様々な電流および電圧のレベ
ルを例示するタイミング図940を例示する。タイミング図940は、インターフェース(すな
わち、MUX664および最大電圧選択器706)の自動的な優先順位の指定を例示する。次に、図
9および11を参照して、タイミング図940を説明する。信号952は、内部バイアス電圧の電
圧レベルを表し、信号950は、有線充電バイアス電圧(「WIRED_VTHERM_BIAS」)の電圧レベ
ルを表す。さらに、信号954は、電圧Vmax_outの電圧レベルを表す。信号956は、サーミス
タ675に伝達されるバイアス電圧(「VTHERM_BIAS」)の電圧レベルを表す。信号958は、リ
ンク710を介して有線充電モジュール652に伝達されるサーミスタ電圧(「VTHERM_IN」)の
電圧レベルを表し、信号960は、バッファ714から出力される電圧レベル(「VTHERM_IN_BUF
」)を表す。さらに、信号962は、調整器704から最大電圧選択器706に供給される電流レベ
ルを表し、信号964は、有線充電モジュール652から最大電圧選択器706に供給される電流
レベルを表す。有線充電バイアス電圧(すなわち、信号950)が、1.8Vでの内部バイアス電
圧(すなわち、信号952)より高い2.2Vであることに留意されたい。したがって、Vmax_out(
すなわち、信号954)およびVTHERM_BIAS(すなわち、信号956)は変化しない。デバイス700
は、ワイヤレス充電受信器654がターンオンおよびターンオフされるにもかかわらず、有
線充電モード用に構成されたままである。
【００６３】
　図12は、1つまたは複数の一例としての実施形態による方法990を例示するフローチャー
トである。方法990は、インターフェースを介して、ワイヤレス電力受信器をバッテリユ
ニットに結合するステップを含み得る(数表示992により図示する)。さらに、方法990は、
インターフェースを介して、有線充電モジュールをバッテリユニットに結合するステップ
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を含み得る(数表示994により図示する)。方法990は、インターフェースを介して、ワイヤ
レス電力受信器および有線充電モジュールの1つが、バッテリユニットの温度を決定する(
determine)ことを選択的に可能にするステップをさらに含み得る(数表示996により図示す
る)。
【００６４】
　情報および信号を、任意の種々の異なる技術および技法を使用して表すことができるこ
とを、当業者は理解するであろう。例えば、上記の説明の全体を通して参照され得るデー
タ、命令、コマンド、情報、信号、ビット、記号、およびチップを、電圧、電流、電磁波
、磁気的な場もしくは粒子、光学的な場もしくは粒子、またはそれらの任意の組み合わせ
により表すことができる。
【００６５】
　本明細書で開示した一例としての実施形態に連関して説明した、様々な例示的な論理ブ
ロック、モジュール、回路、およびアルゴリズムステップを、電子ハードウェア、コンピ
ュータソフトウェア、またはその両方の組み合わせとして実装可能であることを、当業者
はさらに理解するであろう。ハードウェアおよびソフトウェアのこの互換性を明確に例示
するために、様々な例示的な構成要素、ブロック、モジュール、回路、およびステップを
、それらの機能性に関して概略的に上記で説明した。そのような機能性をハードウェアと
して実装するか、それともソフトウェアとして実装するかは、個々の用途、およびシステ
ム全体に課せられた設計制約によって決まる。当業者であれば、各個の個々の用途に対し
て様々な方法で、説明した機能性を実装することができるが、そのような実装形態の決定
を、本発明の一例としての実施形態の範囲からの逸脱をもたらすものと解釈すべきではな
い。
【００６６】
　本明細書で開示した一例としての実施形態に連関して説明した、様々な例示的な論理ブ
ロック、モジュール、および回路を、本明細書で説明した機能を遂行するように設計され
た、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ(DSP)、特定用途向け集積回路(ASIC)、フ
ィールドプログラマブルゲートアレイ(FPGA)もしくは他のプログラマブル論理デバイス、
個別的なゲートもしくはトランジスタ論理回路、個別的なハードウェア構成要素、または
それらの任意の組み合わせを用いて、実装または遂行することができる。汎用プロセッサ
は、マイクロプロセッサであってよいが、代替として、プロセッサは、任意の従来のプロ
セッサ、コントローラ、マイクロコントローラ、または状態機械であってよい。プロセッ
サを、コンピューティングデバイスの組み合わせ、例えば、DSPとマイクロプロセッサと
の組み合わせ、複数のマイクロプロセッサ、DSPコアと連動した1つもしくは複数のマイク
ロプロセッサ、または任意の他のそのような構成として実装することもできる。
【００６７】
　本明細書で開示した一例としての実施形態に連関して説明した方法またはアルゴリズム
のステップを、ハードウェアで、プロセッサにより実行されるソフトウェアモジュールで
、またはその2つの組み合わせで直接実施することができる。ソフトウェアモジュールは
、ランダムアクセスメモリ(RAM)、フラッシュメモリ、リードオンリーメモリ(ROM)、電気
的プログラマブルROM(EPROM)、電気的消去可能プログラマブルROM(EEPROM)、レジスタ、
ハードディスク、リムーバブルディスク、CD-ROM、または当技術分野で知られている任意
の他の形態の記憶媒体に存在し得る。一例としての記憶媒体は、プロセッサが、記憶媒体
から情報を読み出すことができ、かつ、記憶媒体に情報を書き込むことができるように、
プロセッサに結合される。代替として、記憶媒体は、プロセッサと一体であり得る。プロ
セッサおよび記憶媒体は、ASICに存在し得る。ASICは、ユーザ端末に存在し得る。代替と
して、プロセッサおよび記憶媒体は、ユーザ端末に個別的な構成要素として存在し得る。
【００６８】
　1つまたは複数の一例としての実施形態では、説明した機能を、ハードウェア、ソフト
ウェア、ファームウェア、またはそれらの任意の組み合わせで実装することができる。ソ
フトウェアで実装するならば、機能を、コンピュータ可読媒体上の1つまたは複数の、命
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令またはコードとして、コンピュータ可読媒体に記憶すること、またはそれを介して送信
することができる。コンピュータ可読媒体は、1つの場所から別の場所へのコンピュータ
プログラムの移送を容易にする任意の媒体を含む、コンピュータ記憶媒体と通信媒体の両
方を含む。記憶媒体は、コンピュータによりアクセスされ得る任意の利用可能な媒体であ
り得る。例として、かつ限定ではなく、そのようなコンピュータ可読媒体は、RAM、ROM、
EEPROM、CD-ROMもしくは他の光ディスク記憶装置、磁気ディスク記憶装置もしくは他の磁
気記憶デバイス、または、所望のプログラムコードを命令もしくはデータ構造の形態で、
搬送もしくは記憶するために使用され得る、かつ、コンピュータによりアクセスされ得る
、任意の他の媒体を含み得る。さらに、当然のことながら、任意の接続をコンピュータ可
読媒体と呼ぶ。例えば、ソフトウェアを、同軸ケーブル、光ファイバケーブル、ツイスト
ペア、デジタル加入者線(DSL)、または、赤外線、無線、およびマイクロ波などのワイヤ
レス技術を使用して、ウェブサイト、サーバ、または他のリモートソースから送信するな
らば、同軸ケーブル、光ファイバケーブル、ツイストペア、DSL、または、赤外線、無線
、およびマイクロ波などのワイヤレス技術は、媒体の定義に含まれる。本明細書で使用さ
れる際、ディスク(disk)およびディスク(disc)とは、コンパクトディスク(compact disc)
(CD)、レーザディスク(laser disc)、光ディスク(optical disc)、デジタルバーサタイル
ディスク(digital versatile disc)(DVD)、フロッピー（登録商標）ディスク(floppy dis
k)、およびブルーレイディスク(blu-ray disc)を含み、diskは、通常はデータを磁気的に
再生し、一方でdiscは、レーザを用いてデータを光学的に再生する。上記の組み合わせも
また、コンピュータ可読媒体の範囲内に含まれるべきである。
【００６９】
　開示した一例としての実施形態の先の説明は、当業者ならば誰でも、本発明を作製また
は使用することを可能にするために提供される。これらの一例としての実施形態に対する
様々な修正は、当業者に容易に明らかになるものであり、本明細書で定義する一般的な原
理は、本発明の趣旨または範囲から逸脱することなく、他の実施形態に適用され得る。し
たがって、本発明は、本明細書で示した一例としての実施形態に限定されることが意図さ
れるのではなく、本明細書で開示した原理および新規の特徴と合致する最大限の範囲が与
えられるべきである。
【符号の説明】
【００７０】
　　100　ワイヤレス送信または充電システム
　　102　入力電力
　　104　送信器
　　106　放射場
　　108　受信器
　　110　出力電力
　　112　距離
　　114　送信アンテナ
　　118　受信アンテナ
　　119　通信チャネル
　　122　発振器
　　123　調整信号
　　124　電力増幅器
　　125　制御信号
　　126　フィルタおよび整合回路
　　132　整合回路
　　134　整流器およびスイッチング回路
　　136　バッテリ
　　150　ループアンテナ
　　152、154　コンデンサ
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　　156　共振信号
　　200　送信器
　　202　送信回路網
　　204　送信アンテナ
　　206　固定インピーダンス整合回路
　　208　ローパスフィルタ(LPF)
　　210　電力増幅器
　　212　発振器
　　214　コントローラ
　　216　負荷検知回路
　　280　存在検出器
　　260　密閉検出器
　　300　受信器
　　302　受信回路網
　　304　受信アンテナ
　　306　電力変換回路網
　　308　RF-DC変換器
　　310　DC-DC変換器
　　312　スイッチング回路網
　　314　シグナリング検出器およびビーコン回路網
　　316　プロセッサ
　　350　デバイス
　　500　プロット
　　502　信号
　　510　電力管理集積回路、PMIC
　　512　バッテリ
　　514　抵抗分割器
　　518　サーミスタ
　　520　比較器
　　540　最大電圧選択器
　　650　電子デバイス
　　652　有線充電モジュール
　　654　ワイヤレス充電受信器
　　656　バッテリユニット
　　658、660　リンク
　　661　分圧器、抵抗分割器
　　662、663　リンク
　　664　マルチプレクサ、MUX
　　666　アナログデジタル変換器
　　668　デジタル比較器、マイクロコントローラ
　　670　バイアス電圧発生器
　　671　抵抗器
　　672　リンク
　　673　抵抗器
　　674　モジュール
　　675　サーミスタ
　　677　比較器
　　679、681　スイッチ
　　700　電子デバイス
　　704　調整器



(20) JP 5619993 B2 2014.11.5

10

　　706　最大電圧選択器
　　708、709、710　リンク
　　711　分圧器、抵抗分割器
　　714　バッファ
　　719　リンク
　　720　インバータ
　　722、723　リンク
　　900　タイミング図
　　902、904、906、908、910、912、914、916　信号
　　940　タイミング図
　　950、952、954、956、958、960、962、964　信号
　　990　方法
　　992、994、996　数表示

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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